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令和２年１２月１日（火）

（一財）消防防災科学センター
研究開発部長兼統括研究員 黒田 洋司

防災リーダーの役割
/住民（構成員）の自助意識を高めるには

自主防災組織のリーダー向け研修用教材に係る市町職員等研修会

【主な研究成果】
 「「自主防災組織」その経緯と展望」（平成10年度地域安全学会発表）
 「地震災害時の危機管理」 『災害危機管理論入門』（共著）平成20年４月 弘文堂
 「災害時に活動する組織・集団の分析視角 」『災害情報論入門』（共著）平成20年12月 弘文堂
 「東日本大震災における市区町村の支援活動について」 （日本災害情報学会2011年学会大会発表）
 『図上演習入門』（共著） 平成23年7月 内外出版
 「広域巨大災害を想定した自治体における受援体制の構築について」『都市政策』平成25年4月号 神戸都市問題研

究所
 『災害情報学事典』（共著）平成28年3月 朝倉書店
 「風水害における避難の指示等の意思決定と組織間関係についての予備的考察」（日本災害情報学会2018年学会

大会発表）
 「平成30年7月豪雨災害時の創発的・即興的な組織対応‐広島県と愛媛県の対応から‐」（日本災害情報学会2019年

学会大会発表） 2

【略 歴】
昭和５８年 ３月 北海道大学文学部行動科学科卒業（社会行動学研究室）
昭和６０年 ３月 北海道大学大学院環境科学研究科環境計画学専攻（修士課程）修了
昭和６０年 ４月 宮崎県庁入庁
平成 ３年 ４月 財団法人 消防科学総合センター入所
平成２８年 ４月 一般財団法人 消防防災科学センター（名称変更）

１０月 日本大学危機管理学部非常勤講師

神戸市災害受援計画策定委員会委員（平成24年度）

内閣府「防災スペシャリスト養成研修企画検討会」委員（平成25年度－令和元年度）

平成25年伊豆大島土砂災害第三者調査委員会委員（平成27年度）

総務省消防庁「自主防災組織等の地域防災の人材育成に関する検討会」委員（平成30年度-令和元年度）

自己紹介 （一財）消防防災科学センター研究開発部長兼統括研究員

黒田洋司



3

本日の目的

• 総務省消防庁において作成した「自主防災組織
のリーダー向け研修用教材」 について紹介し、県

内市町等における自主防災組織のリーダー等の
人材育成に活かせるようにする。

第１部 取組みの背景及び教材
についての解説

13:10-15:00 座学＆
体験

第２部 教材を活かすために 15:10-15:50 グループ
ワーク

まとめ 15:50-16:00 座学
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本日の構成
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第１部
取組みの背景及び

教材についての解説
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活動カバー率：全世帯数の内、自主防災組織の活動範囲に
含まれている地域の世帯数の割合。

＊平成19年までは「組織率」と表記。
＊平成23年は岩手県、宮城県、福島県を除く。

（出典）消防庁，『地方防災行政の現況』各年版より作成

１ 自主防災組織の活動カバー率の推移

43.8%

21.0%

84.1%(H31.4.1)
(167,158組織）
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青森県
54.4%(H31.4.1)
全都道府県中46位
1,076組織



２ 消防庁のこれまでの主な取組み
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名称 公表年 概要

自主防災組織の手引 昭和48(1973)年以

降、随時改訂

（H29.3が最新）

 自主防災組織の必要性、組織・

運営体制の整備、期待される活

動、活性化方策を解説。

自主防災組織指導者
用教本

平成17(2005)年
平成18(2006)年
平成19(2007)年

 自主防災組織リーダーが活動す

るにあたっての考え方及びヒント

となる事例や手法を掲載。

※消防大学校作成

チャレンジ！防災48 平成22(2010)年  各種防災教育を行う場合の、指

導者用テキスト、実技・演習等を

補完する補助教材、映像・写真

等を搭載。

※防災・危機管理ｅ-カレッジから利

用可能

（注）インターネット上で閲覧できます。

○白馬村神城堀之内地区における倒壊家屋からの救出

・近隣住民による資機材を使用しての救出
崩れた家の下敷きになり、布団の中で身動きが取れなくなっていた住民を、10人

ほどの近隣住民が協力してジャッキでがれきを持ち上げ、１時間以上かけて布団
ごと引きずり出し救出した。

・近隣住民と事業所が協力しての救出

耳と目が不自由で、屋根が崩れ落ちた家の中で動けずにいた住人を、近隣住民
３，４人が屋根を持ち上げて救出しようようとしたがびくともしなかったため、近くに
ある建設会社に協力を求め、重機（フォークリフト）を用いて屋根を持ち上げて救

出することができた。 （出典）消防庁資料

長野県北部を震源とする地震(H26.11.22)
＜長野県白馬村＞
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３ 自主防災組織の奏功事例
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◆黄色い旗で安否確認
・災害時、家族全員が無事の場合は玄関先に「黄色い旗」を出
すとの取り決めがあり、東日本大震災でも機能した。

・午後２時４６分の地震の後、全世帯の８割が黄色い旗やハン
カチ、タオルなどで無事を知らせた。

東日本大震災(H23.3.11)
＜仙台市鈎取ニュータウン町内会＞

町内会役員が残りの世帯を回り、
午後３時２０分ごろまでに、けが人
などがいないことを確認した。

・２００６年に「黄色い旗」を導入。防
災訓練でも黄色い旗による安否確
認に取り組んできた。

（出典）消防庁国民保護・防災部防災課『地域防災計画における地震・津波対策の充実・
強化に関する検討会報告書』平成２３年１２月
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朝倉市では、地区ごとに自主防災
マップを作成し、今回の災害でもそれ
が避難の促進につながったという報
道もあった。

平成29年7月九州北部豪雨災害
＜福岡県朝倉市＞
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• 有馬昌宏兵庫県立大学教授が行ったアンケート
で「自主防災組織に加入している自覚がある」と
答えた人は９．２％。

・・・地域に自主防災組織があることを知らない
人も多い。

• 規約すらない組織、防災倉庫や資機材を持たな
い組織も多い・・・活動実態がない。

• 自主防災組織を作っても、防災訓練に参加する
住民はわずか。

（出典）読売新聞 平成２６年５月２６日付け
15

４ 自主防災組織の課題
「組織率８割」と言うけど・・・

熊本地震
• 機能しなかった自主防災組織

「みんな自分の身を守るのが精いっぱいで、救助などの活動は一切できな
かった」。

多数の住宅が損壊した熊本県益城町の自主防災組織「益城町婦人防火
クラブ」の冨田（とみた）セツコ会長（77）は、悔しそうに振り返る。
救急法や消火器の使用、炊き出しなどの講習・訓練を年に4、5回重ねて

きたが「こんなに大きな地震が来るとは思っておらず、差し迫った感覚がな
かった。頭が回らなかった」と打ち明けた。
クラブには約150人が名を連ねるが、60代以上が約3分の2を占め、40代

以下は十数人しかいない。冨田さんは、大規模災害にも動じず即応するた
めの「踏み込んだ訓練」と、若手の参加を課題に挙げた。

町の防災担当者は「今回の地震で、自主防災組織が救助したり火災を食
い止めたりしたとの例は聞いていない」と説明。「自らが被災者となると、な
かなか機能しにくい」と助け合いの難しさを指摘した。

16
（出典）Web東奥 2016年5月15日



５ 今回の取組み
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自主防災組織のリーダー育成のための教育・訓練カリキュラム

自主防災組織のリーダーが地域において自主防災活動に取り組む上で
学習することが望まれる標準的な項目を網羅的にまとめ、その全体像を
示したもの。

自主防災組織のリーダー育成研修プログラム例

上記カリキュラムを踏まえ、実際の研修プログラムの例をテーマ別に示
したもの（３テーマ）。
①防災リーダーの役割/住民（構成員）の自助意識を高めるには
②災害から住民の命を守るには
③避難所の運営を円滑に進めるには

研修教材

上記プログラムを実施する際の研修テキスト。パワーポイント形式。その他、メモ

欄に補足情報、演習を実施する際の補助教材（配付資料等）付き。

学習目標と内容

学習目標
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地域防災リーダーとして、最低限理解しておきたい
基本的なことを理解する

＜目次＞

 わがまち（地域）の災害発生のおそれ

 災害時に取るべき行動（全般）

 安全な避難行動

１限目：災害発生の危険性と避難



学習目標と内容

学習目標
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災害発生時に取るべき行動を理解するとともに，情
報収集を通じてどのように安全に避難するかを，自
主防災組織のリーダーとして，住民等に伝えること
ができる。

＜目次＞

 地域の情報収集・伝達

 要配慮者の地域ぐるみでの支援体制

２限目：被害を最小限とするための取り組みと
地域に対する防災知識の普及

学習目標と内容

学習目標
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地域で自主防災活動に取り組む際に、リーダーと
して最低限必要と考えられる知識を身につける

＜目次＞

 自主防災活動の必要性

 仲間を増やす

 地域をとりまく団体等との連携

 住民の防災意識の向上

３限目：地域防災リーダーの役割



６ 教材の活用

• 研修にかけられる時間に応じてカスタマイズ

• 研修の相手に応じてカスタマイズ

• 自分が話しやすいようにカスタマイズ

21

使いやすいようにカスタマイズしましょう！

自分なりの研修テキストに！

22

第２部
教材を活かすために
（グループワーク）



テーマ

• 今回の教材を地元でどのように活用す
ることができそうか、みんなで考えてみま
しょう。

誰を対象に行うか。
何人位を対象に行うか。
どんな地元情報を盛り込むか。
どういう戦略でリーダーを増やしていくか。

この教材はこの辺を工夫して活用する。等

23



（参考）

都道府県名 市区町村数　A
自主防災組織を有する

市区町村数 B

自主防災組織を有す
る市町村の割合

B/A
活動カバー率*

北海道 179 146 81.6% 60.5%
青森県 40 40 100.0% 54.4%
岩手県 33 33 100.0% 87.7%
宮城県 35 35 100.0% 83.3%
秋田県 25 25 100.0% 71.1%
山形県 35 35 100.0% 89.1%
福島県 59 56 94.9% 75.9%
茨城県 44 44 100.0% 83.4%
栃木県 25 25 100.0% 88.6%
群馬県 35 35 100.0% 89.7%
埼玉県 63 63 100.0% 90.9%
千葉県 54 54 100.0% 69.1%
東京都 62 54 87.1% 77.3%

神奈川県 33 33 100.0% 78.0%
新潟県 30 29 96.7% 85.3%
富山県 15 15 100.0% 85.7%
石川県 19 19 100.0% 96.2%
福井県 17 17 100.0% 91.1%
山梨県 27 27 100.0% 93.2%
長野県 77 77 100.0% 94.5%
岐阜県 42 42 100.0% 89.2%
静岡県 35 35 100.0% 94.4%
愛知県 54 54 100.0% 95.2%
三重県 29 29 100.0% 87.9%
滋賀県 19 19 100.0% 88.8%
京都府 26 25 96.2% 90.6%
大阪府 43 43 100.0% 88.8%
兵庫県 41 41 100.0% 97.6%
奈良県 39 39 100.0% 79.3%

和歌山県 30 30 100.0% 95.9%
鳥取県 19 19 100.0% 88.1%
島根県 19 19 100.0% 74.9%
岡山県 27 27 100.0% 77.1%
広島県 23 23 100.0% 92.9%
山口県 19 19 100.0% 97.1%
徳島県 24 24 100.0% 94.0%
香川県 17 17 100.0% 96.4%
愛媛県 20 20 100.0% 94.0%
高知県 34 34 100.0% 96.5%
福岡県 60 60 100.0% 93.6%
佐賀県 20 20 100.0% 87.6%
長崎県 21 21 100.0% 68.8%
熊本県 45 45 100.0% 83.6%
大分県 18 18 100.0% 96.9%
宮崎県 26 26 100.0% 87.3%

鹿児島県 43 43 100.0% 92.2%
沖縄県 41 30 73.2% 31.8%
合計 1,741 1,684 96.7% 84.1%

*活動カバー率：管内世帯数の内、自主防災組織がその活動範囲としている地域の世帯数の割合。

自主防災組織の現況

（出典）消防庁『地方防災行政の現況』データは平成31年4月1日現在
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（出典）消防庁　『地方防災行政の現況』令和２年3月より作成
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都道府県別自主防災組織活動カバー率(H31.4.1) 全国 ８４．１％
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（出典）消防庁　『地方防災行政の現況』
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都道府県別自主防災組織組織率(S55.4.1) 全国 ２１．０％
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